
％
％
％
％ （単位：千円、％）

標準財政規模（Ａ）

一般会計 ①元利償還金の額（繰上償還額等を除く）

住宅資金等貸付事業特別会計 ②積立不足額を考慮して算定した額

③満期一括償還地方債の１年当りの元金償還金に相当するもの（年度割相当額）

④公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還の財源に充てたと認められる繰入金

水道事業会計

公共下水道事業会計

下館・結城都市計画事業結城南部第二土地区画整理事業特別会計

下館・結城都市計画事業結城南部第三土地区画整理事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計（介護保険事業勘定） ⑤一部事務組合の起こした地方債に充てたと認められる補助金又は負担金

介護保険特別会計（介護サービス事業勘定） ⑥公債費に準ずる債務負担行為に係るもの

後期高齢者医療特別会計 国営土地改良事業並びに独立行政法人水資源機構の行う事業に対する負担金

その他

⑦一時借入金の利子

⑧特定財源の額

水道事業会計

公共下水道事業会計 ⑫標準税収入額等

⑬普通交付税額

⑭臨時財政対策債発行可能額

⑨事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費

⑩災害復旧費等に係る基準財政需要額

地方債の現在高 充当可能基金

債務負担行為に基づく支出予定額 充当可能特定収入

公営企業債等繰入見込額 うち都市計画税

水道事業会計 基準財政需要額算入見込額

公共下水道事業会計

下館・結城都市計画事業結城南部第二土地区画整理事業特別会計

下館・結城都市計画事業結城南部第三土地区画整理事業特別会計 ⑨事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費

農業集落排水事業特別会計

組合等負担等見込額（筑西広域市町村圏事務組合）

退職手当負担見込額

設立法人の負債額等負担見込額

土地開発公社

その他 備考

連結実質赤字額 　・令和３年度は全会計黒字のため、実質赤字比率、連結実質赤字比率、資金不足比率は“ - ”（なし）となっている。

組合等連結実質赤字額負担見込額

連 結 実 質 赤 字 比 率 - (18.13%)

　令和３年度決算に基づく健全化判断比率の状況
実 質 公 債 費 比 率 6.9 ( 25.0%)

将 来 負 担 比 率 39.9 (350.0%)

　茨　城　県　結　城　市 比率の状況

早期健全
化 基 準

実 質 赤 字 比 率 - (13.13%)

実質赤字比率 実質公債費比率

11,364,368
区　　　分

決　算　額

一
般
会
計
等

会　計　名 実質収支額 R1

0

合　計　（Ｂ）

実質赤字比率　（Ｂ）／（Ａ）×100
1,048

28,399 23,717

連結実質赤字比率 68,631 68,372 67,458

1,293

456,454 364,611 405,971

0 0 0

R2 R3

1,606,662

分
　
子

1,347,387 1,377,945 1,436,230

0 0 0

1,606,662 666,496 541,853 558,109

-

内
　
訳

322

（参考）実質黒字比率 14.13
98,379 79,423 59,670

42,710

94,542 96,577 90,114 79,883

0 116,802 117,582 116,802

以
外
の
特
別
会
計

公
営
企
業
会
計

会　計　名 実質収支額

217,799

1,798 内
訳

16,802 16,802 16,802

100,000 100,780 100,000

△ 300,137 △ 308,237

1,435,977 - 小　計　（Ｅ） 1,904,833 1,827,357 1,882,787

合　計　（Ｃ） 314,139 0 0 0

会　計　名 資金不足・剰余額 資金不足比率 △ 322,429

99,623 -

分
母

7,899,137 8,079,439 7,707,741

11,364,368農業集落排水事業特別会計 1 - 小　計　（Ｆ） 10,568,618 10,833,982

下館・結城都市計画事業結城南部第三土地区画整理事業特別会計 40,000 - 575,538

6.78940

（参考）連結実質黒字比率 31.50 実質公債費比率（３カ年平均）

896,052

下館・結城都市計画事業結城南部第二土地区画整理事業特別会計 84,031 - 2,093,943 2,168,863 2,760,575

-
算
入
額

交
付
税

90,665 73,879

合　計　（Ｄ） 1,659,632 ⑪密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金及び準元利償還金（だたし、④～⑦に係るものは、地方債の元利償還金額を基礎として算入されたものに限る）

7.42666 6.56180

小　計　（Ｈ）

標準財政規模  （Ｊ）

25,299,382

将来負担比率　　｛（Ｈ）－（Ｉ）｝／｛（Ｊ）－（Ｋ）｝×100

6.9

318,780 296,248 283,005

連結実質赤字比率　｛（Ｂ）＋（Ｃ）＋（Ｄ）｝／（Ａ）×100 -
小　計　（Ｇ） 1,209,784 1,194,857 1,192,155

実質公債費比率（単年度）　　｛（Ｅ）－（Ｇ）｝／｛（Ｆ）－（Ｇ）｝×100

公
営
企
業
会
計

585,680

57,555

- 800,339 824,730 851,595

内
訳

0

0

0

将来負担比率

区　　　分 決　算　額 区　　　分 決　算　額

将
来
負
担
額

16,733,982 　
財
源
等

　
充
当
可
能

5,243,625

258,902 2,283,265

5,058,146 2,262,104

内
　
訳

11,937 13,710,392

4,127,415 小　計　（Ｉ） 21,237,282

35,042

0

小　計　（Ｋ） 1,192,155

645,994

2,601,871

11,364,368

68,249 57,555

815,503 ⑩災害復旧費等に係る基準財政需要額 851,595

39.9

283,005

費
等
の
額

算
入
公
債

⑪密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金及び準元利償還金（だたし、④～⑦に係るものは、地方債の元利償還金額を基礎として算入されたものに限る）
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